










































































ある 7）。例えば、12 歳 2 カ月の少年が友人の顔
に空気銃を向けて発射して左眼を失明させた事
例 8）や、12 歳 7 カ月の少年が空気銃の的を誤っ
て近くに立っていた者の右眼を失明させた事
例 9）では、大審院はいずれも少年の責任能力を











































































































































































































































































































































































































































































































務者の責任を定めた民法 714 条 1 項が併存して
いる意味を失わせるのではなかろうか。
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小限におさえられるとしている（東京地判平成 24 年 
1 月 13 日ウエストロー・ジャパン）。また、主観的
予備的併合が認められない裁判実務であれば、いわ
ゆる同時審判申出共同訴訟を使うことも考慮されよ
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